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表1１エ業各部門の成長率（1966-75）
(単位：％）
部門 1966-70,実際１９７１－５，計画１９７１－５，実際
エンジニアリング
建股資材
化学
軽工業
食品工業
社会主義工業全体
７．７
６．３
１１．６
４．４
４．７
６．３
５．９
９．２
８．９
６．０
４．１
５．７
０
８
８
３
０
４
●
●
●
Ｃ
Ｏ
●
９
５
２
６
５
７
１
(出所）SlQtjS2iculYba76ooA(Englishedition)(1973)，ｐ､134；SmtiS二tiﾙｏｉ
ＰＥﾂﾙか，lyヅ（1976)，１２０－１．old．
た部門である。しかし，この部門への投資はｃｃ貿易収支との関わりではマ
イナス効果の大きな投資である。すなわち，一方において，伝統的にｃｃ市
場向け輸出に貢献度の高い薬品工業を除けば，化学工業の輸出先は主として
ＣＭＥＡ諸国であるのに対し，他方において，この部門のｃｃ建て輸入集約
度は極めて高い。たとえば，表５にみられるように，1979年のｃｃ建て原料
・半製品輸入総額（790億Ft､）のほぼ半分（370億Ｆt､）は化学部門の輸入で
占められている。同じことは，高いプライオリティが与えられているエンジ
ニアリング部門にも該当する。逆に，ｃｃ市場向け輸出に高い貢献を示して
きた軽工業にはこれまで低い投資プライオリティしか与えられてこなかった。
このようにみてくるならば，投資のｃｃ建て輸入集約度が高まっていると
いう一般的事情とは別に，以上のようなミス・リーディングな投資選択｡z)が
この間のｃｃ貿易赤字増大の一因となったことは否めないであろう。
(注）
(1)たとえば，1978年のソ連へのドル建て輸出は１億１千７百万ドル，ドル建て輸入は，
１億８千５百万ドルにのぼる。KiMgQzdasdgreporlbl97９，４－６．０]｡．
(2)総貿易に占める資本主義諸国との貿易の割合の推移を示すと，1953年が23.9％，
1960年-29.4％，1970年-33.6％，1978年-44.2％である。
(3)Csik6s-Nagy，Ｂ，〔４〕，ｐ、２５．
(4)Ｉbid.，ｐ､２５．
(5)Marer，ｐ・〔17〕，ｐ，１８８．
(6)Ｉbid.，ｐ190.
(7)ＴａｙＩｏｒａｎｄＬａｍｂ〔26〕，ｐ、１５２．
－９４－
近年のハンガリーにおける貿易動向（堀林）
(8)
(9)
001
(Ⅱ）
(ID
Csik6s-Nagy，Ｂ､,ｏｐｃｉｔ.，（注３），ｐ、２７．
Bir６，Ｇ．〔３〕，ｐ、６０．
この問題について詳しいのは，So6s，Ａ・〔23〕．
Marer,ｏｐ・Cit.，（注５），ｐ、192．
このことの詳しい解明がBallasa，Ｂ・〔２〕によってなされている。
Ⅲ1970年代の貿易管理機鯛
1968年の経済改革以後のハンガリーにおける貿易管理の基本的方向は，ハ
ンガリーのような開放経済にあっては世界市場と国内市場が密接不可分の相
互依存関係にあるという事実を受け入れ，この依存関係を国内生産企業の経
営環境の中に直接にビルト・インするということである。
こうした基本的方向に沿って，７０年代に貿易管理機織がどのように編成さ
れていたか，また，それと前章で述べたｃｃ貿易赤字増大との関連は如何な
るものであったかを検討するのが本章の課題である。
なお，前稿において改革以後70年代前半にかけての貿易管理制度の展開に
ついてひととおりの調査を済ませているので，ここではそれとの重複をさけ
つつ，紙数の都合で前稿において不充分な検討におわっている点に焦点を当
てつつ論述を進めることにしたい。
1．貿易管理の制度的枠組み
（１）計画化と管理機構
外国貿易計画化の中心は５カ年計画であり，ここにおいて貿易総量，その
成長率，市場別バランス，品目構成のアウトライン，貿易関連投資，共同プ
ロジェクトに基づくＣＭＥＡ諸国への投資，など外国貿易に関わる全てのマ
クロ指標が決定される。これに対し年度計画は，主として，環境変化に対処
するための政府の機動的プログラムとして位置づけられているにすぎない。
他方，貿易管理において中心的役割を果たしているのは，外国貿易省，財
務省，ハンガリー国立銀行（以下ＭＮＢと略記）である。他の分野と同様，
貿易管理の分野においても，改革以後産業部門諸省の役割は低下している。
外国貿易省は，①外国貿易の計画化，及び貿易に関連する経済的規制諸用
具の作成（財務省と共同），②貿易動向の監視，及び規制諸用具の適時の修
正（財務省と共同），③国家間協定の締結，④国際経済機関においてハンガ
リーを代表，などの役割をはたし，貿易管理の中軸となる機関である。
－９５－
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国際取引業務に携わる金融機関の中心はＭＮＢである.すなわち，ＭＮＢ
は，①金・外貨準備の管理，②為替レート相場づけ，③決済，対外信用業務(1)，
に携わる。なお，このほか貿易金融機関として外国貿易銀行があるが，その
中心的課題は共同ベンチャーのフィナンスである。
（２）貿易従事企業
改革以後70年代を通じて貿易従事権限を賦与された企業（貿易企業）が増
加しているのが特徴的である。すなわち，改革以前において貿易企業の範囲
は基本的には外国貿易省直属の貿易公団（以下ではＦＴＥと略記）に限定さ
れていたが(2)，生産と貿易の結びつきを強化するという見地から，経済改革
とともに生産及び商業企業に対しても貿易権限が拡大され，７０年代を通じて
この傾向が持続しているのである。最近の平泉氏の調査によれば，貿易企業
数は68年までには40程度を数えるにすぎなかったが，６８年改革とともに７１
に増加し（内訳はＦＴＥ４３，生産・商業企業28），８０年にはさらに１１４（そ
のうち生産・商業企業は40）にまで拡大されている(3)。しかし，輸出入とか
かわりをもつ生産・商業企業（輸出だけで340以上）のうち貿易権限を有す
るものはほんのわずかであり，貿易の大半はまだＦＴＥによって担われてい
るのが現状である。したがって，貿易権限をもたない企業は以下で述べる各
種の契約形態を通じてＦＴＥと結びつき，間接的に貿易に携わることになる(4)。
（３）ＦＴＥと生産・商業企業の契約形態
これには，委託契約，協同契約，ＦＴＥの自己勘定貿易と結合した納入契
約，の３つのものがある。
委託契約は，改革とともに導入され，当初もっとも重視されたものである。
ＦＴＥが，生産・商業企業（委託者）に代り，受託者の各において貿易契約
の締結を請負う契約形態であり，委託契約には対象品目，品質，価格，納入
時期，委託手数料などが明記され，ＦＴＥはこれらの条件にしたがって貿易
を遂行する。委託手数料は当事者間の協議により決定されるが一応品目別・
市場別の基準が設けられている（貿易価格の一定比率として)｡改革当初，委
託契約形態が重視（総貿易取引に占める比率は68-71年に58～62％）された
のは，この形態が生産・商業企業と貿易企業に共同利害を生じさせ，したが
って生産企業の貿易関心を強めるはたらきをすると期待されたためである。
しかし，７０年代を通じて明らかになったことは，ＦＴＥが外国企業との貿易
契約の作成にあたって価格の改善に種極性を示さないということであった。
当初，委託手数料が高い水準に設定されていたうえ，７４年以降の価格上昇に
よってＦＴＥが労せずして高利潤をうることができたためである。このため，
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手数料の引下げ措置（74年），商業税導入（ＦＴＥに対して，７５年）などＦ
ＴＥの貿易価格改善意欲を刺激する方策がとられたが，同時に，近年には，
委託契約に代わって以下で述べる協同契約が重視される傾向にある。
協同契約とは，ＦＴＥと生産企業が恒常的な契約を結び，貿易から得られ
る利益を両者で配分しあうというものである。これには種々の方式があるが，
一例をあげると，生産企業とＦＴＥが共同勘定を設け，生産企業が原価で生
産物を引き渡し，ＦＴＥが輸出代金を共同勘定に入れ，貿易諸経費を控除し，
残った利潤を協同契約に定めた比率で定期的に配分しあうといったものがあ
る（プール方式)(5)。
こうして協同契約は，ＦＴＥと生産企業の間に共同利害を生じさせ，また
生産企業の貿易関心を強化するので，改革の基本的方向としての「世界市場
と国内市場の連繋強化」に合致する。鍛近，委託契約に代わってこの契約形
態が重視されている（輸出取引に占める比重は41％)(`）理由はここにある。
最後に，貿易企業の自己勘定と結合した納入契約とは，ＦＴＥが自己のリ
スク負担で貿易契約を取り結び，これに対応する納入契約を生産企業との間
でとりかわすというものである。改革以前は，これがＦＴＥと生産企業の間
の契約形態の中心であったが，この方式においては，貿易契約と納入契約が
それぞれ独立しており，相互の関連が弱く，したがって改革の基本方向と合
致しないため，現在では総取引の10％程度にまで縮小されている。ちなみに，
この形態が改革以後も残存しているのは，取引高の小さい零細企業にとって
他の契約形態の利用が困難であるからである。
（４）貿易認可制度
貿易に関わる全ての側面を国家が掌握し行政的に管理するという意味での
国家貿易独占概念は斥けられているが，国家貿易独占概念自体は改革以後も
継承され，その一環として貿易認可制度が現在もなお残存している。
具体的に言えば，全ての貿易取引に際し，外国貿易省発行の免許が必要と
されるということである。輸入を例にとれば，輸入免許保持者だけが，手持
ちフォリントを外貨に換えることができる。ここで免許には，一般，個別，
包括（global）の三種類のものがある。一般免許とは輸入品リスト（外国貿
易省が定期的に発行）に記載されている財についてのみ，免許に示されてい
る評価額までの取引を認めるというものであり，個別免許は，免許に記載の
取引だけを認めるものである。股も制限のゆるい包括免許の場合，保持者に
は，全ての財，全ての入手源について免許記載の評価額まで取引が許される。
現在，包括免許が発行される例がもっとも多く，ガット加盟国からの輸入の
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60％はこれによるものとされている。
免許（認可）制度は，原則として，貿易動向把握のための手段であり，希
望者はほぼ自動的に免許を入手することができる。したがって，これは貿易
活動に対する行政的介入の用具ではないというのがハンガリー当局の見解で
ある。
（５）輸入割当・外貨割当
改革とともに貿易管理が直接規制から間接規制に移行したとは言え，現在
においてもなお一部に行政的用具が残存する。特定財についての輸入割当
（制限）がそれである。たとえば，改革当初には，自動車，鋳物，化学肥料
などが輸入割当の対象となった。消費財の輸入についても総額規制（外貨割
当）がなされているが，ｃｃ建てについてみると，７３年に３千万ドル，７６年
に６千万ドル，７８年に８千３百万ドル(7)と年々上限がひき上げられており，
近い将来，割当自体の廃止がみこまれている。
なお，消費財輸入（卸売商業）を除き，改革以前に存在した外貨割当は現
在においては既に撤廃されており，輸入免許保持者はいつでもフォリントを
ｃｃに換えることができる。
2．貿易と関連する経済的規制用具
以上のような制度的枠組みの中で，貿易計画を実現するために中央機関に
よって利用される間接的規制のツールのことを経済的規制用具と呼ぶが，そ
れには以下で述べる為替レート，価格，関税，輸入取引税，輸出補助金など
が含まれる。
（１）為替レート
1968年の経済改革が志向した世界市場と国内市場の関連づけ強化という点
で中心的意義を有するのは内外価格体系の連繋である。また，その前提は単
一の為替レートの存在である。このため，改革以前の事実上の複数レートが
廃止され，代わって1968年以降単一の商業為替レート（貿易レート）が導入
されている。その際，算出式は，輸出の国内総価額／輸出による受取外貨，
である。つまり平均外貨産出コストが為替レートとなる。この点との関わり
で，輸出を刺激する点で，平均外貨産出コストよりも限界外貨産出コスト
（収益性ランクで下位から10～20％に相当する輸出の外貨産出コスト）を用
いる方が望ましいとする提案もなされているが，これについては，輸入イン
フレを危倶する立場からの反論もあり現在のところ採用されるに至っていな
い(8)。しかし，為替レートが平均外貨産出コストに基づいて決定される場合，
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平均以下の効率の輸出は損失を被ることになる。そして，その際，貿易収支
均衡の観点からそうした輸出も必要ということであれば，これらの輸出に対
する補助が不可欠となる。他方，輸出補助は内外価格の連繋を弱め，企業の
輸出効率向上に対する関心を弱める。為替レート算定基準との関わりで70年
代を通じて常に問題となったのは以上のようなジレンマであった。
以上は貿易レートであって，観光，郵便，保険，個人的外貨交換など
に用いられるのは，これとは別の非商業為替レート（いわゆる旅行者レー
ト）である。そして，その算定は国内消費財全体をカバーする購買力パリテ
ィに基づいてなされる。貿易レートと旅行者レートの比率は，改革当初２対
１で，ツーリスト・フォリントが貿易フォリントの２倍の価値をもっていた。
このような両レートの差は，一方で，前述のように，ハンガリーが貿易均衡
をはかるため比較優位でない高コストの輸出をも余儀なくされていること，
また輸出価格改善努力が不足していること，の反映であるが，他方で，消費
財価格が社会政策的配慮から低くおさえられ生産者価格との間に逆ざやが生
じているという事情に由来するものである。
このように改革以後70年代を通じてハンガリーには二本建ての為替レート
が存在したのであるが，ハンガリーは対外信用度を高めるためにフォリント
の交換性の実現を早くから政策目標のひとつとしており，これには為替レー
トの一本化が前提となるところから，７０年代を通じて両レートの差を縮小す
る試みがなされた（その結果,７９年には旅行者レートが20.33Ｆt＝１ドル,貿
易レートが35.8Fｔ＝１ドルとなり，両レートの比率はかなり接近するに至
った)。
（２）貿易価格と国内価格
以上のように，改革とともに単一商業為替レートが導入されたことにより
貿易価格と国内価格を連繋させるチャンネルが創出されたが，これは直ちに
世界市場価格と国内価格の直結を意味するものではなかった。すなわち，世
界市場価格をベースとする国内価格体系の創出はむこう10数年にわたり徐々
に遂行きるべき課題と位置づけられ，1968年価格改革の際には，世界市場価
格を一定程度配慮しつつも，国内価格は，世界市場価格とは異なる次のよう
な３つの形成原理に基づいて決定されたのである。①国内の社会的必要費用
水準，②社会的選好，③国内市場の需給関係(，)，である。したがって当然の
ことながら，以上のような原則に基づいて決定される国内価格と貿易価格
（為替レートでフォリントに換算した価格）の間には乖離が生じることにな
る。そして，この乖離を埋め合わせるものが以下の項で述べる各種の補助金，
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税の体系であった。
しかし，こうした内外価格の分離は73年末のオイル・ショック以後マイナ
ス効果を露呈することになる。すなわち，両価格の甚だしい乖離は（たとえ
ば，７５年，輸入価格／国内価格は原油3.27,苛性ソーダ3.09,ポリエチレン
1.83にも達する('の）国内企業を対外環境変化から遮断し，したがって企業の
世界市場変動に対するフレキシブルな対応をさまたげる役割をはたしたので
ある。こうして，次章で述べるように，８０年代初頭，世界市場価格を国内価
格に連結する新たな価格改革が実施されることになる。
（３）輸入価格補助金，取引税，関税
既に述べたように，分離する内外価格のブリッジとして輸入の場合に用い
られるのが輸入価格補助金と取引税である。前者は，貿易価格が国内価格を
上回る場合に，後者はその逆の場合に適用される。その際，これを受給ない
し納入するのは貿易企業であって生産・商業企業ではない。
ここで，輸入取引税には消費財を対象とするものと生産財を対象とするも
の（特別輸入取引税）のふたつがある。前者は国産消費財に課せられている
取引税を輸入消費財に対しても同一税率で課そうとするものである。後者は，
異なる市場（国内，ＣＭＥＡ，西側）から供給される同種の財に統一国内価
格を設ける（それぞれの価格の加重平均を基準にとる場合と，最高価格をと
る場合がある('1)）際に生じる差額を吸収するためのものである（通常，ＣＭ
ＥＡからの輸入品が課税対象となる)。
他方で，輸入価格補助は貿易価格（為替レートでフォリントに換算した価
格）が国内価格を上回る場合に，その差額を国家財政で埋め合わせようとす
るものである。輸入インフレ対策として為替レートを利用（フォリント切り
上げ）する方法も用いられているが，表12が示すように輸入価格上昇分をこ
れだけではカバーできないため国家財政支出により価格補填がなされている
のである。ちなみに，輸入価格が急上昇した74年には価格上昇分の70％がこ
れによって賄われている('2)。
以上は，内外価格差に介在する平衡化の手段であるが，これとは別に肌輸
入に対する間接的規制手段として関税があり，改革以後その役割が重視され
ている（73年，ハンガリーはガットに正式に加盟している)｡現在，①特恵関
税率，②最恵国関税率，③最大限関税率，の三つのものがある。このうち，
①は，一人あたり国民所得でみた経済水準がハンガリーより下位にある国に
適用されており，他の関税率と比べてはるかに低率である。②は，最恵国待
遇の国からの輸入品に適用されるものであり平均税率は30％（原材料0－５
－１００－
近年のハンガリーにおける貿易動向（堀林）
表１２ハンガリーのドル建て輸入価格指数及び
商業為替レート（1968-78）
（注）ｎ.ａ.＝入手不能
(出所）Marer，ｐ、〔１７〕，ｐ、１７３．
％，半製品５～20％，完成品及び消費財40-50％）である。③は，ハンガリ
ーに対し差別的扱いを行っている国からの輸入品に適用される報復的な関税
率である。なお，ＣＭＥＡ域内貿易には関税は適用されていない。既に述べ
たように，ここでは国家間協定によって量と価格が定められ，輸入規制手段
として関税が意味をなさないからである。
（４）輸出補助金
前述のように，商業為替レートの算出ベースが平均外貨産出マストである
ため，それよりコストのかさむ輸出は平均以下の収益しか狸得できない。こ
のため設けられているのが輸出補助金（輸出国家還付金）制度である。輸出
のフォリント表示収入（穫得外貨を為替レートで換算）の一定割合を国際競
争力の弱い企業に給付するというものであり，還付比率は企業毎ないしは部
門毎に個別に定められている。
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1968年の為替レート
1978年の為替レート
1979年２月15日の為替レート
1980年１月１日の為替レート
、．ａ0 60.0Ｆt/＄１４０．０Ｆt/ＴＲＩ
ｎ．ａ。 38.88Ｆt/＄133.50Ｆt/ＴＲＩ
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、．ａ0 33.50Ｆt/＄128.00Ｆt/ＴＲ１
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輸出国家還付金制度は比較優位部門・企業の輸出だけでは輸入必要を賄い
えないところから設けられた制度であるが，７０年代の経験を通じ，これが企
業のコスト削減，品質改善など輸出努力をさまたげる要因となっていること
が明らかになったため，８０年代初頭，制度の改訂がなされている（後述)。
(注）
(1)輸出信用は，短期は企業の自由裁量にゆだねられるが，中・長期については外国貿
易者の潔可が必要である。輸入信用は稀であり西側からの輸入の95％は現金決済であ
る。Art｣几ga7imMVbtio"αｌＢａ"&’1980,ｐ、３１．
(2)５０年代末以降,輸出対象品目の生産において独占的地位を占めている生産企業や,輸
入原材料，半製品，部品の主要使用企業の一部に対しても貿易従事権限が賦与されて
きた。KddAr，Ｂ・〔14〕，ｐ､14.
(3)平泉公雄〔10〕，333ページ。
(4)全ての生産・商業企業は貿易従事権限を鋼求でき，また数企業の合併により自らの
ＦＴＥを設立する権利を有する。
(5)このほか，生産企業が計算価格で生産物を貿易企業に引き渡し，実際の輸出価格が
これを上回った場合，差額を協同契約で定められた比率で配分しあうア・メータ方式
が普及している。平泉〔10〕，336ページ。
(6)平泉，前掲論文，336ページ。
(7)Marer,ｐ、〔17〕，ｐ、１６５．
(8)この点について詳しくは，Kozma，Ｇ・〔15〕，205-221．old.及びBartha,Ｆ・
〔１〕’357-63．old，を参照。
(9)Csik6s-Nagy，Ｂ・〔５〕，ｐ、262.
0mGad6，０〔９〕，ｐ､２９．
(11）たとえば，化学部門の輸入原材料の国内価格の場合には国産価格，コメコン域内輸
入価格，世界市場価格の加重平均値が，繊維部門の原材料には世界市場価格（最高価
格）が適用される。Csikos-Nagy，〔６〕，pp361-363．
(lDCsik6s-Nagy〔７〕，２９ページ.
Ⅳ対外均衡実現に向けて-80年代の政策と制度
さて，７０年代のハンガリーの貿易と貿易管理制度の展開の調査を終えたい
ま，本章では，対外均衡実現に向け80年代に志向されている諸方策を検討し
てみたい。
｜・第６次５カ年計画（８１－５年）
対外債務がかってなく大きな規模に達していること(1)，さらに，引き続く
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交易条件の悪化が見込まれる(2)ところから，対外均衡の実現にトップ・プ
ライオリティが与えられ，その観点から従来の成長軌道に根本的修正が加え
られているのが第６次５カ年計画の極立った特徴である。
すなわち，第６次５カ年計画の年間成長率としては平均２．８％と，ハンガ
リー社会主義建設史上最低の数値が見込まれ，また，投資支出をはじめとし
て支出国民所得の大幅な抑制が予定されている（80年に支出国民所得に占め
る投資のシェアは20％であったが85年には17％にまで削減の予定)｡既に述べ
たように，ｃｃ輸入需要の国民所得弾力性及び投資のｃｃ輸入集約度が高く，
またこれ以上対外不均衡を拡大することはできないところから，以上のよう
な成長路線の軌道修正がなされているのである。
さらに，輸出力強化，そのためのマクロとミクロの効率向上が80年代前半
の経済政策の最重点課題とされ，具体的には，比較優位部門・企業の拡大と
比較劣位部門の体質改善，もしくは縮小・廃止，さらにこの観点からの投資
の選別的集中化が予定されている。
換言すれば，量的には低い成長テンポのもとで質的に高いレベルの経済体
質を櫛築することによって対外バランスの回復をはかるというのが第６次５
カ年計画のねらいである。こうした見地から，８０年代初頭，経済規制システ
ムにも大幅な修正が加えられている。以下では，これについて検討してみよ
う。
２．経済改革の第２段階一経済的規制諸用具の改訂
うえで述べたような第６次５カ年計画の課題を実現するため，８０年１月１
日，経済規制システムに大幅な改訂が施されたが，ハンガリーにおいて，こ
れは，６８年改革に続く「経済改革の第２段階(3)」と特徴づけられている。こ
こで，新しい段階を画するものは，「競争価格原理」の導入と「利潤中心原
理」の強化である。前者は，国内価格形成の基礎を国内費用水準ではなく，
世界市場価格にすえるというものであり，後者は，効率格差が利潤格差さら
には企業間格差・個人所得格差とつらなる連関を強化するということである。
いずれも，６８年改革以後志向されつつこれまで実現をみなかったものである。
しかし，対外バランス回復，そのためのマクロ・ミクロの効率向上が一刻の
猶予も許されなくなった現段階において本格的に実施されることになったの
である。
（１）競争価格の導入
1980年の価格改革(4)において競争価格原理（世界市場価格を為替レートで
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換算したものがそのまま国内価格となる）が導入されたのは工業部門（生産
者価格)である。
ところで，その際，一般的には，エネルギー・基礎資材については輸入価
格（西側通貨建て）が，加工工業製品については輸出価格（西側通貨建て）
が国内価格形成のベースとして適用された。これは，ハンガリーにおいて，
エネルギー・基礎資材については輸入に依存する度合が大きく，また加工工
業製品の多くが輸出にふり向けられているためである。１３．１４表は，競争価
格原理に基づいてなされた80年の価格改訂の結果を示すものである。そこか
ら明らかなように,価格改訂によってエネルギー・基礎資材価格の大部分は
大幅に上昇し（平均30％の上昇。これによって輸入価格補助金は大幅削減)，
逆に，加工品価格は軒並み低下（平均11％）することになった（全体として
生産者価格水準は３％の上昇)。
表1３エネルギー・基礎資材の生産者価格の変化
（単位：％）
(出所）LAszI6，Ｒ、〔16〕，１３４．０１．．
－１０４－
生産物
価格指数
器： 生産物
価格指数
１９８０
／
１９７９
エネルギー総計
石炭
電力
燃料油
化学原料
エチレン
苛性ソーダ
硫黄酸
天然及び合成ゴム
ＰＶＣパウダー
156
164
122
175
130
221
9７
106
114
120
金属製品
アルミニウム製品
銅
建築資材及び木材
紙
繊維原料
綿
綿
長繊維
中繊維
ファイン・ウール
セルロース繊維
皮
115
160
9２
120
9４
100
114
9４
７０
７９
190
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表'４カロエ部門の生産者価格の変化
(単位：％）
(出所）LAszl6，Ｒ,〔16〕，135．old．
表１５価格改訂によるｶﾛｴ部門企業の輸出活動条件の変化（'980／'979）
(出所）LAszl6，Ｒ・〔16〕，１３２．０１．．
－１０５－
部門 価格指数1980／1979 部門
価格指数
1980／1979
エンジニアリング
車両製造
電動機械
電気通信
精密エンジニアリング
金属諸製品
５
９
８
０
３
８
８
８
８
８
８
８
綿
ウル
ニッ ト
小間物類
繊維衣服
４
４
０
０
２
８
７
８
８
８
部門
外貨産出コスト
(平均に対する比率，％）
＋（改善） －（悪化）
価格に含まれる利潤
の平均からの乖離
(％）
エンジニアリング
車両製造
電気通信
精密エンジニアリング
ゴム
〈っ
綿
ウル
ニツトウェア
繊維衣服
５１
２
２１
８
５
０
１
１
８
２
９
５
１
３
１
｜
’
’
２
１
４
２
３
１
４
＋
’
｜
’
’
一
＋
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ところで，以上のような競争価格原理の適用を生産企業サイドからみるな
らば，エネルギー・基礎資材価格の上昇を製品価格に転稼できないというこ
と，したがってまた収益性を高めるためには，コスト削減，輸出価格改善な
ど従来とは比較にならないほどの大きな経営努力が必要となるということを
意味する（価格改訂によって，企業が厳しい経営環境におかれることになっ
た点については表15を参照)。
こうして，競争価格原理に基づく価格改訂によって，ハンガリーが現在直
面しているところの厳しい対外環境がミクロレベルにまで伝達されることに
なったのである。
（２）利潤中心原理の強化一企業所得規制の改訂
利潤中心原理（効率性基準）を強化し，企業間淘汰（強い企業の発展，弱
小企業の整理縮小）を推し進め，よって世界市場競争に耐えうる経済体質を
構築することを目的として企業所得規制の改訂も80年１月１日に実施された。
改訂点は多岐にわたるが主要なものは次のとおりである。
①社会的剰余生産物のうち企業留保分の削減。加エ品価格引き下げに加え
て，分配用利潤（企業の総販売収入から原価及び原価に組みこまれている諸
税を控除したもの）に課せられる一般利潤税及び市町村税の引き上げ（前者
は対分配用利潤比36％→45％に，後者は同比６％→10％）によって企業内部
の留保利潤はかなり圧縮されることになった。国内需要（企業利潤）抑制を
通じて輸出志向を強化すること，及び企業を厳しい経営環境におくことによ
って企業間の選別淘汰を促進することが，上記の措置のねらいである。
②生産フォンド使用料及び賃金税の廃止。これは利潤中心原理に沿った措
置である。既に述べたように，競争価格原理の導入にともない企業利潤は世
界市場のもとで実現される（したがってまた西側企業と同一の効率基準で測
定される）利潤となった。この場合，利潤の中には物的フォンドや労働力の
効率的利用にもとづくコスト削減効果も反映される。したがって従来のよう
な物的フォンドと労働力の効率的利用を個別に刺激する規制用具も不要にな
る。こうした見地から，生産フォンド使用料，賃金税が廃止されることにな
ったのである。
③収益性とリンクされた物質的刺激の強化。企業従業員に対する物質的刺
激の財源は利潤分配フォンド（分配用利潤の一部から形成される）である。
今回の改訂において，利潤分配フォンド形成と収益性のリンクが強化される
ことになった。従来，利潤分配フォンドには，既述の一般利潤税とは別に累
進的追加利潤税が課せられていたのであるが，今回の改訂によって収益性を
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基準とした利潤税減免措置がとられることになったのである。具体的に言え
ば，収益率（分配用利潤／純物的固定・流動フォンド量十年間賃金コスト総
額）が２％上昇するごとに年間賃金総額の0.5％に相当する額の利潤分配フ
ォンドが利潤税の課税対象からはずされる。ここで減免の対象となるのは利
潤分配フォンドのうち，年間賃金総額の４％以内に相当する部分である。し
たがって，収益率16％の企業の場合，利潤分配フオンドのうちこの部分につ
いては全て課税対象からはずされることになるのである(5)。明らかなように，
こうした利潤税減免措置もまた利潤中心原理強化の一環である。
④既存固定設備売買の許可。企業発展フォンド（分配用利潤の一部から形
成され，固定・流動フォンドの更新・補充にあてられる）の使途として他企
業からの既存設備購入が許されることになった。これは，優良企業が弱小企
業の全体もしくは－部の生産設備を吸収合併することに道を開くものであり，
効率基準にもとずく部門・企業構造再編成という方針に沿った措置である。
（３）輸出補助金制度の改訂
貿易と直接のかかわりをもつ規制用具については輸出補助金制度の改訂が
重要である。すなわち，従来の輸出国家還付金が廃止ざれ80年以後，これに
代わるものとして生産者差額取引税還付金が導入されることになった。ここ
で，既に述べたように輸出国家還付金制度が，輸出競争力の弱い部門・企業
に個別的比率で補助金を供与していたのとは異なり，生産者差額取引税還付
金制度の下では，全ての輸出企業に対して純外貨収入(フォリントで換算)の
10％に相当する額が一律に給付される。この新しい輸出補助金制度が輸出競
争力の強い部門と企業に有利であることは容易に推察されるところであろう。
つまり，輸出補助金制度の改訂によって，優良企業の資本形成を進めること，
さらに，輸出の増大を従来のような採算われ輸出の維持によってではなく，
比較優位部門・企業の成長によって可能にすることが志向されているのであ
る。
（４）選択的投資
既に述べたように，第６次５カ年計画において投資は抑制されているが，
そのなかで，ｃｃ建て輸出増大を可能にする部門・企業に投資を集中させる
選択的投資政策が強化されているのが第６次５カ年計画の特徴である。
このことは，前述の企業所得規制，輸出補助金制度改訂にも反映されてい
るが，このほか国立銀行の特別信用プログラムがある。これは，融資後３～
５年以内にｃｃ建て輸出によって元金返済が可能な企業に限って有利な条件
で信用を供与するというものである（その際入札制度を通じて信用を受ける
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企業が選定される)｡特別信用プログラムは既に76年に導入されたものである
が80年代にはその信用枠が拡大される予定となっている。
また，輸出競争力増強に向けた投資のための資金調達の活動も盛んであり，
たとえば，ハンガリー国立銀行は，８１年３月，クエートでアラブ系銀行を中
心とする１億５千万ドルのシンジケート・ローンに調印し，さらに５月にロ
ンドンで総額４億ドルのシンジケート・ローンにも調印している.また，８２
年には，ＣＭＥＡ諸国の中で最初の円建て私募悩を発行している(6)。
（５）フオリントの交換性実現に向けて
以上のような経済（輸出）効率化に向けた諸規制用具の改訂とあわせて，
80年代には，ハンガリーの国際的地位を高め対外信用穫得を容易にするため
の施策もとられている。ＩＭＦ加盟申調（81年11月），フオリントの交換性
実現をめざす諸策もその一環である。
ここで，後者のフォリントの交換,性実現の意味についてハンガリー国立銀
行副総裁の言をそのまま引用すれば次のとおりである。
「対外的なフォリントの交換性が導入されると，これまで交換可能諸通貨
（ｃｃ）で決済がなされていた財やサービスの輸入が交換可能フォリントを
使ってなされることになろう。ｃｃか交換可能フォリントのどちらかで支払
いを請求する非在住者のために交換可能フォリント預金が創設きれるが,－‐
預金は，いつでもｃｃに交換可能であり，かつ国際金融市場よりも利率がよ
いので有利である。しかし，フォリントの対外的な交換性の導入は，外国旅
行を予定しているハンガリー市民が自動的にｃｃを入手しうること，または
自由な資本移動が可能になるということを意味するものではない｡---交換
可能フォリントの導入は，わが国経済の安定性と持続的発展の確かな証明と
なり，ハンガリーの国際的地位と対外的信用を向上させ，外国の資本を有利
な条件で引き寄せることを可能にするであろう(ｱ)｣。
ところで，引用文で示された意味でのフォリントの交換性実現の前提は為
替レート（貿易レート，旅行者レート）の一本化であり，そのためには，生
産者価格水準と消費者価格水準の不統一を是正すること，とりわけ，オイル
・ショック以後表面化した「逆ザヤ」現象（消費者価格水準＞生産者価格水
準)を是正することが必要となる｡そこで,80年１月１日には生産者価格への競
争価格の導入とあわせ消費者価格改訂も実施された。改訂結果については表
16の示すとおりである。食糊品において逆ザヤが続いており，また公共サー
ビスでそれが拡大しているという問題が残されてはいるが，消費者価格改訂
によって生産者価格水準との間の総体的な逆ザヤが解消されたことは明らか
－１０８－
近年のハンガリーにおける貿易動向（堀林）
である。そして，このような改訂の成果のうえにたち，８１年３月１日には，
従来のふたつの為替レートが，遂に一本化されるに至っている。
表１６生産者価格と消費者価格の水準差
（単位：％）
１９８０
(出所）LAszl6，Ｒ・〔16〕，１４１．０１．．
(注）
(1)ハンガリーの対西側累欄純憤務（公的輸出信用コミット額からの引き出しと商業銀
行の短期銀行間償務を含むすべての俄務）は，1978年末には90億ドルに達していた。
平泉〔11〕’４ページ（Brainard，ＬＪ.,の推計による)。
(2)８１～85年の交易条件悪化は４％とみこまれている。原油はひきつづき上昇するが第
三次石油危機の予測はない。Csik6s-Nagy,Ｂ・〔４〕・ｐｐ、２９－３０．
(3)ナジによれば，直接規制から間接規制へのシステム転換が経済改革の第１段階，競
争価格の導入が第２段階であり，第３段階への移行を決定づけるのは為替改革である。
Csik6sNagy,Ｂ､〔４〕，ｐ、３４．
(4)８０年の価格改革について詳細は，Csik6sNagy,Ｂ・〔７〕，LAszl6，Ｒ・〔16〕，大野
喜久之輔〔22〕，盛田常夫〔19〕を参照のこと。
(5)なお，利潤分配フオンドのうち，年間賃金総額の４～６％にあたる部分については
この部分の３倍にあたる利潤税が－以下同様にして－６～８％の部分の４倍,８～
１０％の部分の５倍，１０～12％の部分の６倍,１２～14％の部分の７倍,１４％を越える部分
－１０９－
１９７９年
上半期
０年
食樋品
食料 タバ．
衣服
燃科
その他工業製品
－１８
＋３９
＋５
－４２
＋４
－１４
＋５
＋１９
－６７
＋1２
物的消費財合計 ＋４ ＋９．５
電気・ガス・地域暖房
公共・文化・運輸サービス
その他サ_ビス
－３４
－８４
－１
－４９
－９７
－１
個人消費全体 －１ ＋３
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についてはその8倍にあたる累進的な追加利潤税が課せられる。また,減免措冠がない場
合，年間賃金総額の４％以下の部分についての課税額は利潤分配フオンド形成額の２
倍である｡これらを含めて新しい企業所得規制方式全般については平泉〔11〕,が詳しい。
(6)「朝日新聞」1981年12月25日。
(7)Fekete，Ｊ・〔８〕，ｐ､７１．
Ｖおわりに
これまでの叙述を通じて，筆者は70年代のハンガリーの対西側貿易赤字要
因の分析と，赤字解消に向けて実施されている80年代の経済政策・制度の紹
介をおこなってきたが，最後に若干の今後の展望をしるし本稿の結びにかえ
たい。
まず，第６次５カ年計画初年度（81年度）の実績をみておきたいい)。成長
を抑制しつつ対外バランスの回復をはかるという路線が次のような実績とな
ってあらわれている。
①81年度の国民所得は１．８％，工業生産は２．３％の成長であり，成長抑制
という政策基調を反映したものとなっている。
②輸入抑制のための投資削減策も効果をおさめ，８１年度上半期に社会主義
部門への投資は前年同期比５．１％の減であった（国家投資は11.7％減)。
③対西側貿易収支は好転し，若干の黒字をおさめた（81年度上半期に１千
40万ドルの黒字，なお80年度同期は１千50万ドルの赤字)｡これは，主として
輸出の量及び価格面の改善によって可能になったものである（輸入の対前年
同期比4.8％増に対し輸出は5.4％増。輸入価格がほぼ前年なみに対し輸出価
格は2.7％増で交易条件は2,9％の改善)。
④経常収支黒字のほか，有利な為替相場変動によってドル建純債務も81年
６月現在には48億ドルにまで減少した（前述一Ⅳ章（注１）－のように78年
末のそれは90億ドル)。
以上の数値をみるならば，第６次５カ年計画期間に向けて実施された経済
政策・制度再編は初発局面で，少なくとも対外バランスの回復という点にお
いて一定の成果をおさめていると思われる。
ところで，こうした初発局面の成果は持続するものなのであろうか。この
評価のためには，対外環境の予測，国内政策・システムについてのより立ち
入った検討が必要であり，したがってそれは調査を主たる目的とする本稿の
課題をこえるものである。しかし，さしあたり基本的な今後の展望という点
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に限定するならば，筆者は，特に，次の点についての留意が必要であると考
えている。すなわち，いずれ表面化するであろう効率化要請と平等化志向の
コンフリリトを調停しうる社会的環境が形成されるかどうかという問題であ
る。ふりかえってみれば，ハンガリーの68年以後の経済改革をめぐる粁余曲
折（70年代前半に改革路線からの後退，７７年以後改革志向が再び復活(2)）の
背景にあったのはとりもなおさずこの問題であった。すなわち，効率化志向
に基づく市場の利用とその帰結としての社会的格差拡大のジレンマの中で，
改革路線は揺れ動いてきたのである。そうした推移の中で，対外環境悪化に
対処するため，８０年代には再び効率化志向が強まっているわけであるが，こ
れが平等化志向の反撃を受けないという保証はない（弱小企業の倒産，一時
的失業，消費者価格補助のカットを想定すれば容易に推察されうる)｡さりと
て，筆者は，ハンガリーのような対外依存度の大きい，しかも西側諸国と比
較してまだ低い経済発展水準にある国（こうした事情は，大なり小なり全て
の東欧諸国に共通するが）が，効率化の見地から計画化と市場をより整合的
に結合する経済システムの形成によって世界市場競争に耐えうる経済体質を
構築しようとする試みの意義自体を否定するものではない。国内経済システ
ムの十全な準備なしに急速に西側との交流に踏み切ったポーランドが陥って
いる今日の事態をみれば，８０年代にハンガリーが志向している政策・システ
ムの体系はむしろ必要不可欠のものであろうとの評価を下している。したが
って，問題は効率化と平等化のジレンマとは別の平面にある。すなわち，重
要なのは経済的に合理的な選択を実施していく場合の社会的合意形成の問題
である。これが，すぐれて政治的民主主義の領域に属す問題であることは明
らかであろう。
多くの日本のハンガリー（また，ソ連・東欧）研究者の指摘するのと同じ
ように，筆者もまた，極めて常識的な結論ではあるが，対外バランス回復
・経済効率化をめざすハンガリーの「経済改革の第２段階」の帰趨は基本的
には政治的民主主義の展開に規定されると考えるものである(3)。
(注）
(1)８１年度実繍の詳しい紹介については，名脇修三〔20〕。
(2)この点について詳細は平泉〔12〕。
(3)ハンガリーの経済改革が政治改革をともなわぬ点の限界を指摘する議論は多いが，
これを詳しく展開したものとしては平泉〔11〕，盛田〔１９〕。なお，経済改革と政治
的民主主義の関連についてのハンガリーの改革派の議論としてはNyers，Ｒ・〔21〕が
注目に値する。
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